








































































































































　米国の社会的企業は収益獲得のための事業化に重点があり，Ben & Jerry’s 






な形態には保証有限責任会社（Company limited by guarantee: CLG），株式会社
（Company limited by shares: CLS），産業・共済組合（Industrial and provident 
society: IPS），コミュニティ利益会社の４種類がある（Borzaga）。


































































































































































































































































































　 情 報： 財 団 セ ン タ ー（The Foundation Center）：1956 年 設 立。 効 率 指
向型・育成型。助成に関する資料ライブラリー。現在では被助成
者のみではなく，助成者，リサーチャー，メディア関係者も利用。 




































































































































Return on Investment，社会投資収益率）は，1997年から 1999年にかけて，米国
の REDF（Roberts Enterprise Development Fund）財団により，定量的社会イ
ンパクト評価の枠組みとして開発された。REDF は主に雇用創出に取り組む社会
的企業に対し，資金提供と経営能力の向上に向けた支援を行う財団であり，資金















































2012年度では 57.8％である。認定 NPO 法人（265法人）では「連絡，助言又は援






















収入が 125法人（29.1％），支出が 123法人（28.6％），100万円～ 500万円規模では，
収入が 93法人（21.6％），支出が 100法人（23.3％），であり，1,000万円～ 5,000万
円規模では収入が 109法人（25.3％），支出が 111法人（25.8％）となっている。
表７　宮城県 (2007年度 )
範囲 収入 支出法人数 ％ 法人数 ％
50 万円未満 125 29.1 123 28.6
50 万円～ 100 万円 36 8.4 29 6.7
100 万円～ 500 万円 93 21.6 100 23.3
500 万円～ 1000 万円 36 8.4 39 9.1
1000 万円～ 5000 万円 109 25.3 111 25.8
5000 万円～ 1 億円 25 5.8 22 5.1
１億円以上 6 1.4 6 1.4































変わらないが全体の法人数が 430法人から 455法人へと増加しているため 27.3％と
なっている。100万円～ 500万円規模の法人数は減少し，81法人（17.8％）である。
また，1,000万円～ 5,000万円の法人数は 2007年度と変化はなく全体の約24％であ










の規模を見ると，100万円未満は 2007年度では 184法人（42.8％），2011年度は 151
法人（33.2％）と両年度とも多数を占めている。また，収入超過では，50万円以内








範囲 収入 支出法人数 ％ 法人数 ％
50 万円未満 124 27.3 124 27.3
50 万円～ 100 万円 33 7.3 34 7.5
100 万円～ 500 万円 81 17.8 81 17.8
500 万円～ 1000 万円 44 9.7 46 10.1
1000 万円～ 5000 万円 109 24.0 111 24.4
5000 万円～ 1 億円 45 9.9 46 10.1
１億円以上 19 4.2 13 2.9











　宮城県の NPO 法人財務データを用いた規模別分布では，収入規模が 500万円以

















範囲 2007 年度 2011 年度法人数 ％ 法人数 ％
–1000 万円未満 3 0.7 1 0.2
–1000 万円～ –100 万円 37 8.6 43 9.5
–100 万円～ 0 円 184 42.8 151 33.2
0 円～ 50 万円 125 29.1 126 27.7
50 万円～ 100 万円 23 5.3 28 6.2
100 万円～ 500 万円 42 9.8 63 13.8
500 万円以上 16 3.7 43 9.5





















注：NPO 法人に関する全国規模のデータは，内閣府 NPO ホームページ，日本
NPO センターホームページ，個別データは各 NPO 法人のホームページに収録
されている。しかし会計基準の不統一など比較分析の困難さが指摘されていた。
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